
多文化共生に関するアンケート

調査結果（暫定版）

平成３０年１２月６日
総務省自治行政局国際室

資料１



外国人住民の増加、多国籍化や高齢化等の進展、外国人材の受け入れ拡大のための新たな在留資格の
検討が進められていることを踏まえ、地域における多文化共生施策の更なる推進のため、地方公共団体に
おける多文化共生の状況等を把握することを目的に実施。

１ 調査目的

電子メールによる調査

３ 調査方法

平成30年9月19日～平成30年10月9日

２ 調査期間

・調査対象団体
①都道府県（47団体）
②指定都市（20団体）
③中核市（54団体）
④その他市区町村（281団体）
「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（平成30年１月1日現在）において、
「外国人住民数の上位100団体」又は「外国人住民の割合が全国平均（1.96%）以上の団体」を抽出

・上記①～④のほか、任意に回答のあった市町村

４ 回答団体（536団体）

多文化共生に関するアンケート調査 概要
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多文化共生に関する指針・計画等の策定状況について

回答のあった536団体中、多文化共生に関する指針・計画等を策定している団体は421団体（78.5％）、
未策定の団体は115団体（21.5％）。

都道府県 指定都市 市区町村 合計

多文化共生に関する指針・計画等を
策定している団体

（国際化施策一般に関する指針・計画や総合計画等の中で多文化
共生施策について記載している団体を含む）

45 20 356 421

未策定団体 2 0 113 115

計 47 20 469 536
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6 (30.0%)

18 (90.0%)

(a)

(b)

28 (7.9%)

230 (64.6%)

(a)

(b)

261 (73.3%)

149 (41.9%)

90 (25.3%)

58 (16.3%)

(a)

(b)

(c)

(d)

20 (100.0%)

20 (100.0%)

12 (60.0%)

11 (55.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(ア)コミュニケーション支援
① 地域における情報の多言語化

② 日本語及び日本社会に関する学習支援

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

都道府県 指定都市 市区町村

40 (88.9%)

40 (88.9%)

18 (40.0%)

17 (37.8%)

(a)

(b)

(c)

(d)

多様な言語、多様なメディアに
よる行政・生活情報の提供

外国人住民の生活相談のため
の窓口の設置、専門家の養成

ＮＰＯ等との連携による多言語
情報の提供

地域の外国人住民の相談員等
としての活用

2 (4.4%)

33 (73.3%)

(a)

(b)

地域生活開始時における
オリエンテーションの実施

日本語および日本社会に
関する学習機会の提供
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Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(イ)生活支援
① 居住

② 教育

都道府県 指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

17 (85.0%)

20 (100.0%)

7 (35.0%)

6 (30.0%)

13 (65.0%)

18 (90.0%)

0 (0.0%)

2 (10.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(g)

(h)

128 (36.0%)

249 (69.9%)

25 (7.0%)

46 (12.9%)

95 (26.7%)

184 (51.7%)

0 (0.0%)

37 (10.4%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(g)

(h)

12 (60.0%)

2 (10.0%)

5 (25.0%)

0 (0.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

45 (12.6%)

12 (3.4%)

38 (10.7%)

9 (2.5%)

(a)

(b)

(c)

(d)

20 (44.4%)

1 (2.2%)

4 (8.9%)

2 (4.4%)

(a)

(b)

(c)

(d)

情報提供による居住支援、
入居差別の解消

自治会・町内会等を中心とする
取組の推進

住宅入居後のオリエンテーション
の実施

外国人住民が集住する団地等におけ
る相談窓口の設置

15 (33.3%)

31 (68.9%)

7 (15.6%)

8 (17.8%)

18 (40.0%)

34 (75.6%)

2 (4.4%)

4 (8.9%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(g)

(h)

学校入学時の就学案内や就学援助制度
の多様な言語による情報提供

日本語の学習支援

地域ぐるみの取組

不就学の子どもへの対応

進路指導および就職支援

多文化共生の視点に立った
国際理解教育の推進

外国人学校の法的地位の明確化

幼児教育制度の周知
および多文化対応

市区町村
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(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)



13 (65.0%)

8 (40.0%)

9 (45.0%)

10 (50.0%)

13 (65.0%)

7 (35.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

55, (15.4%)

59, (16.6%)

25, (7.0%)

83, (23.3%)

134, (37.6%)

39, (11.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

40 (11.2%)

19 (5.3%)

20 (5.6%)

(a)

(b)

(c)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(イ)生活支援
③ 労働環境

④ 医療・保健・福祉

都道府県 指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

5 (25.0%)

2 (10.0%)

4 (20.0%)

(a)

(b)

(c)

7 (15.6%)

6 (13.3%)

7 (15.6%)

(a)

(b)

(c)

ハローワークとの連携による就業支援

商工会議所等との連携による就業
環境の改善

外国人住民の起業支援

31 (68.9%)

9 (20.0%)

18 (40.0%)

5 (11.1%)

5 (11.1%)

3 (6.7%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(f)

外国語対応可能な病院・薬局に関する
情報提供

医療問診票の多様な言語による表記

広域的な医療通訳者派遣システムの構築

健康診断や健康相談の実施

母子保健および保育における対応

高齢者・障害者への対応

市区町村
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(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)



10 (50.0%)

16 (80.0%)

(a)

(b)

14 (3.9%)

38 (10.7%)

(a)

(b)

20 (100.0%)

2 (10.0%)

16 (80.0%)

12 (60.0%)

18 (90.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

152 (42.7%)

20 (5.6%)

72 (20.2%)

36 (10.1%)

106 (29.8%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(イ)生活支援
⑤ 防災

⑥ その他

都道府県 指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

35 (77.8%)

4 (8.9%)

33 (73.3%)

15 (33.3%)

31 (68.9%)

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

災害等への対応

緊急時の外国人住民の所在把握

災害時の通訳ボランティアの育成・
支援、連携・協働

大規模災害時に備えた広域応援協定

災害時の外国人への情報伝達手段の
多言語化、多様なメディアとの連携

11 (24.4%)

32 (71.1%)

(a)

(b)

より専門性の高い相談体制の整備
と人材育成

留学生支援

市区町村
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(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)



9 (45.0%)

13 (65.0%)

13 (65.0%)

2 (10.0%)

(a)

(b)

(c)

(d)

18 (90.0%)

13 (65.0%)

16 (80.0%)

(a)

(b)

(c)

152 (42.7%)

65 (18.3%)

208 (58.4%)

(a)

(b)

(c)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

(ウ)多文化共生の地域づくり
① 地域社会に対する意識啓発

② 外国人住民の自立と社会参画

都道府県
指定都市

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

36 (80.0%)

13 (28.9%)

30 (66.7%)

(a)

(b)

(c)

地域住民等に対する多文化共生の
啓発

多文化共生の拠点づくり

多文化共生をテーマにした
交流イベントの開催

11 (24.4%)

11 (24.4%)

15 (33.3%)

3 (6.7%)

(a)

(b)

(c)

(d)

キーパーソン・ネットワーク・自助組織等
の支援

外国人住民の意見を地域の施策に反映
させる仕組みの導入

外国人住民の地域社会への参画

地域社会に貢献する外国人住民の
表彰制度

46 (12.9%)

34 (9.6%)

71 (19.9%)

2 (0.6%)

(a)

(b)

(c)

(d)

市区町村
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(１) 多文化共生に関して現在取り組んでいる分野(複数回答)



3 (15.0%)

1 (5.0%)

0 (0.0%)

2 (10.0%)

0 (0.0%)

0 (0.0%)

3 (15.0%)

2 (10.0%)

5 (25.0%)

0 (0.0%)

0 (0.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(イ)⑥

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

(２) (１)の分野のうち、重点的に取り組んでいる分野(複数回答)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

11 (24.4%)

2 (4.4%)

1 (2.2%)

5 (11.1%)

0 (0.0%)

3 (6.7%)

12 (26.7%)

5 (11.1%)

5 (11.1%)

3 (6.7%)

0 (0.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(イ)⑥

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

86 (24.2%)

50 (14.0%)

4 (1.1%)

41 (11.5%)

1 (0.3%)

4 (1.1%)

25 (7.0%)

3 (0.8%)

50 (14.0%)

16 (4.5%)

4 (1.1%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(イ)⑥

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

(ア) コミュニケーション支援

①地域における情報の多言語化

②日本語及び日本社会に関する学習支援

(イ) 生活支援

①居住に関する支援

②教育に関する支援

③労働環境に関する支援

④医療・保健・福祉に関する支援

⑤防災に関する支援

⑥その他

(ウ) 多文化共生の地域づくり

①地域社会に対する意識啓発

②外国人住民の自立と社会参画

(エ) その他

都道府県 指定都市

市区町村
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(３) 現在課題と認識している分野(複数回答)

Ⅰ 多文化共生に関する取り組み状況 ※指針等策定済み団体のみ回答

（ア）コミュニケーション支援

①地域における情報の多言語化

②日本語及び日本社会に関する学習支援

（イ）生活支援

①居住に関する支援

②教育に関する支援

③労働環境に関する支援

④医療・保健・福祉に関する支援

⑤防災に関する支援

（ウ）多文化共生の地域づくり

①地域社会に対する意識啓発

②外国人住民の自立と社会参画

（エ）その他

都道府県 指定都市 都道府県 n=45
指定都市 n=20
市区町村 n=356

市区町村
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17 (85.0%)

15 (75.0%)

5 (25.0%)

10 (50.0%)

8 (40.0%)

14 (70.0%)

15 (75.0%)

14 (70.0%)

12 (60.0%)

3 (15.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

198 (55.6%)

145 (40.7%)

42 (11.8%)

130 (36.5%)

49 (13.8%)

101 (28.4%)

232 (65.2%)

124 (34.8%)

108 (30.3%)

16 (4.5%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

32 (71.1%)

35 (77.8%)

13 (28.9%)

27 (60.0%)

22 (48.9%)

31 (68.9%)

40 (88.9%)

25 (55.6%)

20 (44.4%)

4 (8.9%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)



（１）多文化共生に係る指針・計画等の策定の検討状況

Ⅱ 指針・計画未策定自治体の状況 ※指針等未策定の団体のみ回答

都道府県 指定都市 市区町村 計

(ア)策定予定である 2 - 4 6

(イ)策定を検討しているが時期は未定 0 - 52 52

(ウ)策定する予定はない 0 - 57 57

計 2 - 113 115

回答のあった536団体中、多文化共生に関する指針・計画等を未策定の団体は115団体（21.5％）で、その
うち、今後策定を予定又は検討している団体は58団体、策定の予定はないと回答した団体は57団体。
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（１）先進的な取り組みを行っている自治体から共有を受けたい分野を教えてください(複数回答)

Ⅲ 先進的な取り組みの共有について ※指針等の策定、未策定に関わらずすべての団体で回答

都道府県 指定都市 都道府県 n=47
指定都市 n=20
市区町村 n=469

市区町村
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（ア）コミュニケーション支援

①地域における情報の多言語化

②日本語及び日本社会に関する学習支援

（イ）生活支援

①居住に関する支援

②教育に関する支援

③労働環境に関する支援

④医療・保健・福祉に関する支援

⑤防災に関する支援

（ウ）多文化共生の地域づくり

①地域社会に対する意識啓発

②外国人住民の自立と社会参画

（エ）その他

30 (63.8%)

35 (74.5%)

15 (31.9%)

27 (57.4%)

29 (61.7%)

30 (63.8%)

36 (76.6%)

28 (59.6%)

26 (55.3%)

2 (4.3%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

15 (75.0%)

13 (65.0%)

8 (40.0%)

10 (50.0%)

8 (40.0%)

13 (65.0%)

13 (65.0%)

10 (50.0%)

13 (65.0%)

4 (20.0%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)

270 (57.6%)

215 (45.8%)

107 (22.8%)

176 (37.5%)

117 (24.9%)

170 (36.2%)

313 (66.7%)

203 (43.3%)

154 (32.8%)

18 (3.8%)

(ア)①

(ア)②

(イ)①

(イ)②

(イ)③

(イ)④

(イ)⑤

(ウ)①

(ウ)②

(エ)



（２）先進的な取り組みの共有の手法について

Ⅲ 先進的な取り組みの共有について ※指針等の策定、未策定に関わらずすべての団体で回答

都道府県

(ア)先進的な取り組みを行っている自治体の職員等から助言を受けられるアドバイザー制度が
あれば、活用したいと思いますか。

指定都市 市区町村

(イ)地域の自治体が集まり、多文化共生にかかる先進的な取り組みの紹介や自治体間での情
報共有等を行う会議が開催されれば、参加したいと思いますか。

都道府県 指定都市 市区町村

35 (74.5%)

12 (25.5%)
はい

いいえ
14 (70.0%)

6 (30.0%) はい

いいえ
231

(49.3%)
238

(50.7%)

はい

いいえ

都道府県 n=47
指定都市 n=20
市区町村 n=469

38 (80.9%)

9 (19.1%)
はい

いいえ

18 (90.0%)

2 (10.0%)

はい

いいえ 304
(64.8%)

165
(35.2%)

はい

いいえ
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（３）多文化共生の分野でＣＩＲ（国際交流員）を活用したい意向はありますか。

Ⅲ 先進的な取り組みの共有について ※指針等の策定、未策定に関わらずすべての団体で回答

都道府県 指定都市 市区町村

都道府県 n=47
指定都市 n=20
市区町村 n=469

29 (61.7%)
18 (38.3%) はい

いいえ
10 (50.0%)10 (50.0%)

はい

いいえ

81
(17.3%)

388
(82.7%)

はい

いいえ

＜参考＞回答団体におけるＣＩＲ任用状況

都道府県 指定都市 市区町村 計

回答団体数 47 20 469 536

ＣＩＲ任用団体数 44（93.6%） 16（80%） 62（13.2%） 122（22.7%）
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